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利用者が接続する端末設備等の

接続の技術基準について
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電気通信事業法（第52条第2項）

1) 電気通信回線設備を損傷し、又はその機能に障害を与えないようにすること

2) 電気通信回線設備を利用する他の利用者に迷惑を及ぼさないようにすること

3) 電気通信事業者の設置する電気通信回線設備と利用者の接続する端末設備
との責任の分界を明確であるようにすること

１ 技術基準の考え方

２ 端末設備の接続と基準認証制度

電気通信事業者は、利用者から端末設備をその電気通信回線設備に接続すべき旨の請求を受けたとき、その接続が技術

基準に適合しない場合等を除き、その請求を拒むことができない。

基準認証制度は、事業用電気通信設備に接続して使用される端末機器やその設計について、接続の技術基準に適合して

いることを登録認定機関等が認定する制度。

利用者は、技術基準に適合し表示（技適マーク）が付された適合表示端末機器を接続する場合等を除き、電気通信事業者

による接続の検査を受け、技術基準に適合する端末設備と認められなければ、当該設備を使用できない。

電気通信事業法では、事業者の電気通信回線設備に接続して使用する端末設備が次の３つの事項を確保するものとして、

総務省令に定める技術基準に適合することを求めている。

• 「端末設備」は、電気通信回線設備の一部に接続される電気通信設備で
あって、その設置の場所が同一構内又は同一建物内であるもの。

• 「自営電気通信設備」は、電力会社や鉄道会社等の自営通信システムなど
端末設備以外のものであって、電気通信役務の提供に用いるものではない
電気通信設備。「自営電気通信設備」の接続の技術基準は、端末設備に
係るものを準用。

電気通信事業における利用者が接続する端末設備等の接続の技術基準
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第１章 総 則（第１条・第２条）

第２章 責任の分界（第３条）

第３章 安全性等（第４条～第９条）

（端末設備に求められる基準全般）

（個別の端末設備に係る規定）

第５章 無線呼出用設備に接続される
端末設備（第３３条・第３４条）

第６章 総合デジタル通信用設備に接続される
端末設備（第３４条の２～第３４条の７）

第７章 専用通信回線設備又はデジタルデータ
伝送用設備に接続される端末設備
（第３４条の８・第３４条の９）

＊IoT機器の端末設備はここに該当

第８章 特殊な端末設備（第３５条）

第９章 自営電気通信設備（第３６条）

第４章 電話用設備に接続される端末設備

第１節 アナログ電話端末（第１０条～第１６条）

第２節 移動電話端末（第１７条～第３２条）

（その他）

・基本的機能 ・発信の機能 ・緊急通報機能 等

・漏えいする通信の識別禁止 ・鳴音の発生防止
・絶縁抵抗等 ・過大音響衝撃の発生防止
・配線設備等
・端末設備内において電波を使用する端末設備

・電気的条件等（総務省告示において規定）
－基本的機能
－発信時の制限機能
－送信タイミング
－送信停止指示に従う機能 等

・漏話減衰量

第３節 インターネットプロトコル電話端末
（第３２条の２～第３２条の９）

第４節 インターネットプロトコル移動電話端末

端末設備等の接続の技術基準（端末設備等規則）の概要

・責任の分界

・基本的機能 ・発信の機能 ・緊急通報機能 等

・無線呼出端末固有情報の変更を防止する機能 等

端末設備等の接続の技術基準については、端末設備等規則において端末設備の種別毎に要件が定められている。



3デジタルデータ伝送用設備に接続して使用される端末機器における認定取得の基本的な考え方

○ 電気通信事業者のデジタルデータ伝送用設備に直接接続される端末機器（下図中★）については、技術
基準適合認定等を取得する必要がある。

○ 適合表示端末機器を介して間接的に電気通信事業者のデジタルデータ伝送用設備に接続される機器に
ついては、必ずしも技術基準適合認定等を取得する必要はない。

【デジタルデータ伝送用設備に接続される端末設備の接続形態】
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